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議員提案政策条例の規定による施策等の実施状況及び成果に関する報告書 
 
１ 条例の基本事項 

条例の名称 茨城県水源地域保全条例 

担当課（室） 林政課 公 布 日 平成 24 年 10 月３日 

報告の根拠 

第 16 条 知事は、毎年度、水源地域の保全に関して講じた施策の実

施状況及び成果を取りまとめ、議会に対し報告するとともに、これ

を公表するものとする。 
 

２ 条例の概要・施策体系図・推進体制等 

（１）条例の概要・施策体系図  

背景  条例制定時、国内で利用目的が明らかでない森林の買収事例が相次いで 

確認され、適切な管理が行われない森林が増加し、森林の水源涵養機能が 

低下することが懸念されていた。 
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  総則 

１ 水源地域の 

  指定 

  付則等 

４ 勧告 

  公表 

３ 報告の徴収 

  立入調査 

  助言 

２ 水源地域の 

  土地所有者 

  等の届出 

・目的、定義、責務（県、県民、

土地所有者等）、国及び市町村

との連携 

・関係市町村長への意見聴取をし

た上で、水源地域を指定（国有

林を除く） 

・権利等の移転等の契約をする場

合、知事に事前に届出 

・知事から関係市町村長への通知 

・水源地域の土地所有者等に対し

報告の徴収、立入調査を実施 

・知事から水源地域の土地所有者

等へ土地利用に関する助言 

・水源地域の土地所有者等の無届

虚偽の届出への是正勧告 

・勧告に従わない場合は公表 

・市町村が定める条例との関係 

・年次報告 

・条例の施行期日 
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（２）条例制定後の主な取組 

 

１ 条例制定時に課題とされた事項に係る調査結果等 

 

条例第９条第１項による利用目的別届出件数 
       （単位：件） 

 

計 太陽光 物流施設 
介護施設

等 

その他 

事業用地 
住宅用地 

車両置場

等 
その他 

Ｈ24 47 11 1 0 4 18 4 9 

Ｈ25 366 124 0 11 33 120 21 57 

Ｈ26 388 140 0 5 34 106 26 77 

Ｈ27 194 76 0 7 25 21 5 60 

Ｈ28 199 95 1 5 33 25 8 32 

Ｈ29 507 375 2 4 59 15 6 46 

Ｈ30 158 72 2 1 41 8 10 24 

H31(R 元) 315 201 19 1 59 6 3 26 

R2 340 205 10 1 19 11 22 72 

R3 212 109 5 0 37 11 9 41 

R4 287 188 26 0 47 4 12 10 

R5 363 271 12 0 26 5 7 42 

R6 343 212 24 2 26 8 5 66 

   計 3,719 2,079 102 37 443 358 138 562 

 

※ 条例施行後、現在まで、本県において、利用目的が明らかでない森林取得の事例

はなく、また、条例の規定に基づく勧告及び公表を行った事例もない。 

 

２ その他 

 今後も引き続き、市町村等と連携し、情報の共有化を図りながら、水源地域の保全 

  を図る。 

 

 

利用目的 

年度 
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３ その他 

 

１ 条例に関連する法令等の制定・改廃の動向 

   森林法第 10 条の７の２第１項の規定による新たに森林の土地の所有者と 

なった者による市町村長への届出制度（事後届出制度）が別設されている。 

   （平成 23 年４月公布。平成 24 年４月施行） 

    

   現在、同様の条例は 20 道府県で制定されており、うち徳島県は議員提案。 

近年では、令和４年３月に栃木県及び静岡県で制定。 

 


